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研究要旨 

慢性疼痛患者の背景要因として心理社会因子があるということは明らかであるが、一体どの

ような心理社会的要因が慢性疼痛患者の痛みを増悪、持続させ、術後成績を悪くしているのか

は詳細には分かっていない。また、各種検査において異常が指摘されない場合、すぐに認知行

動療法の適用が考えられる説があるが、認知行動療法が効かない患者も一定数存在する。本研

究では、一体どのような心理社会的要因が慢性疼痛に影響を与えているのか、また、どのよう

な心理社会的要因が認知行動療法の効果を阻害しているかという２点について明らかにするこ

とを目的とする。 

 

Ａ．研究目的 

本邦での大規模調査(hattori et al.2004)

によると、慢性疼痛の保有率は 13.4％で、

うち 70％の人たちは病院や医院を受診した

経験があるが、満足いく程度に痛みが和らい

だと答えたのは 22.4％に過ぎず、半数以上

の人は通院をやめてしまっている。疼痛は人

の行動に大きく影響し、それが常時且つ長期

に続く慢性疼痛は、日常生活や社会生活，対

人関係など様々な側面において負の影響をも

たらす。このように重大な結果を引き起こす

にもかかわらず、医療機関での検査でははっ

きりとした所見が得られないことも多く、原

因不明であると精神的な問題であると考えら

れ精神科に紹介して終了、となることも現実

的には多い。一方で患者本人は、何か重大な

所見が見逃されているのではないかとドクタ

ーショッピングに陥ったり、「見捨てられ

た」と勘違いしたりするなど、クレームとな

り医療機関と患者側とで信頼関係が崩壊する

ケースもある。 

慢性疼痛の中でも特に発症頻度が高いのが

腰痛症であり、慢性腰痛有症者は非有症者に

比べ、身体機能だけでなく、社会生活機能や

日常役割機能、活力、全体的健康観、心の健康

に問題を抱えているケースが多いと報告され

ている(Nakamura et al.,Orthop Sci 2011)。

このような患者側が元々有している心理社会 

 

的要因を無視して手術をすることは、今日問

題となっている腰痛多数回手術（FBSS）とな

る一端を担っている可能性は高い。 

今日、慢性疼痛患者に対し認知行動療法が

効果を認めるとされているが、中には闇雲に

適用され、誤用されているケースも珍しくな

い。一定数認知行動療法の治療効果が芳しく

ない群もいるが、効果がないまま治療を継続

することで余計に疼痛が悪化することもある。

認知行動療法の非適用群に対し、その背景要

因を詳細に検討した研究は少ない。 

本研究では、慢性疼痛遷延の危険因子を抽

出するとともに、認知行動療法の適用の限界

について検討し、認知行動療法に限らない慢

性疼痛患者における新たな心理療法的アプロ

ーチの再検討も行うこととする。 

 

Ｂ．研究方法 

＜研究デザイン＞ 

コホート前向き観察研究及び介入研究 

 

＜研究対象者＞ 

慢性疼痛患者 

 

＜研究実施期間＞ 

令和 2年 4月 1日から令和 3年 3月 31日 

 

＜研究実施方法＞ 
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慢性疼痛患者に対して半構造化面接及び心

理検査を行う調査研究である。対象者の心理

社会的因子を面接及び検査から明確にし、慢

性疼痛との相関を検討する。また、認知行動

療法を実施し、患者の腰痛発症因子、増悪因

子、持続因子、心理社会的背景と認知行動療

法の治療成績について検討を行い、認知行動

療法の適用がない群の要因について考察を行

う。 

 

＜面接，検査項目及びスケジュール＞ 

全ての慢性疼痛患者に対し、以下の情報に

ついて聴取する。 

① 教育歴,職歴,家族歴 

② 疼痛の発生因子，持続因子，増強因子 

③ 精神疾患の既往 

④ 趣味の有無，運動頻度 

⑤ YG性格検査(性格傾向) 

⑥ WAISⅢ（知能指数のアセスメント，

dementiaの鑑別） 

⑦ STAI(状態不安，特性不安傾向) 

⑧ SDS(抑うつ傾向) 

⑨ SF36(身体的及び精神的QOL) 

⑩ 疼痛 VAS 

⑪ PSEQ（痛みの自己効力感） 

 

上記①～⑪の全てを初回に評価することと

する。６カ月時点で疼痛 VAS 値、PSEQ、SF36

に有意な改善を認めない場合、その後著明な

変化は望めないことが多いため、希望者には

認知行動療法を実施する。患者の有する心理

社会的因子と認知行動療法の治療成績の検討

を行うことで、認知行動療法の適用がない患

者についてその要因を考察する。 

 

＜評価項目＞ 

（１） 主要評価項目（Primary endpoint） 

対象者の術前の心理社会的因子と，疼痛VAS、

QOL、不安感、抑うつ感、自己効力感で構成さ

れる術後成績との相関について検討する。 

（２） 副次評価項目（Secondary endpoint） 

認知行動療法の効果を認めない群の背景因子

について検討を行い、新たな心理療法的アプ

ローチを学術的根拠に基づき考案する。 

 

Ｃ．研究結果 

術後を含む腰椎疾患 421症例、頸椎疾患 21

症例、交通外傷後疼痛 12症例、その他 41 症

例を検討した。認知行動療法の有効性は、6割

であり、多職種に亘る医療連携が有効である

可能性があった。認知行動療法無効の危険因

子は抑鬱傾向、教育歴等多岐に亘った。 

 

Ｄ．考察 

痛みの治療専門外来としては、毎週月曜と

木曜日に整形外科が中心(整形外科医 4 名、

専任臨床心理士 2 名)となり難治性疼痛外来

を実施している。具体的な診療内容は検査と

して神経機能検査・活動量計・PainVisionな

ど、治療として薬物療法・運動生活指導・運動

療法（ストレッチ筋トレ指導）・トリガーポイ

ント注射を含む各種神経ブロック・脊髄刺激

療法・手術などである。また臨床心理士 2名

により心理的アプローチが必要な症例には整

形外科医との併診を行いながら治療にあたっ

ている。さらに集学的治療の観点から、2017

年度より担当看護師 1 名および理学療法士 1

名を加え週 1 回の難治性疼痛カンファレンス

(整形外科医 4名、臨床心理士 2名、看護師 

1名、理学療法士 1名)を開催し多職種による

アプローチも開始している。他科連携システ

ムも構築中であり、すでに 2018年 1月からは

精神科と認知行動療法に関する診療連携シス

テムを開始している。今回、このような集学

的治療にあたり、認知行動療法の適応、限界

を知ることが出来た。今後は診療連携システ

ム拡大と治療の是非につき、検討中である。 

 
Ｅ．結論 
多職種を交えた認知行動療法を用いた千葉

大学、千葉県における集学医療確立した。広
く千葉県内で疼痛治療を安価に提供できる可
能性がある。但しその限界もあり注意を要す
る。 

 
Ｆ．健康危険情報 
総括研究報告書にまとめて記載 
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